
事 務 連 絡

平年３０月８月２０日

各都道府県教育委員会高等学校担当課

各指定都市教育委員会高等学校担当課

各都道府県知事部局私立高等学校担当課

附属高等学校又は中等教育学校を置く

各 国 立 大 学 附 属 学 校 担 当 課

高等学校を設置する学校設置会社を所轄する

構造改革特別区域法第12条第1項の認定を

受けた各地方公共団体高等学校担当課

文 部 科 学 省 初 等 中 等 教 育 局

初等中等教育企画課教育制度改革室

地域との協働による高等学校改革の推進に関する関連施策について

高等学校教育改革に関しては，平素より大変お世話になっております。

地域との協働による高等学校改革の推進については，先般，「地域との協働による高

等学校改革の推進について」（30文科初第483号,平成30年８月20日付初等中等教育局長

・生涯学習政策局長通知）にてお知らせしたところです。

文部科学省ホームページに掲載した関連施策等の資料を，参考まで別添のとおり送付

いたしますので，適宜御参照いただきますようお願いいたします。

【本件連絡先】
〒100-8959 東京都千代田区霞が関3-2-2
文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課

教育制度改革室
福澤，菅谷，嘉村，岡村

電話：03-5253-4111（内線2022）



別添１

１．地域との協働による高等学校改革の推進

平成30年３月に公示された新しい高等学校学習指導要領を踏まえ，Society 5.0の社会

を地域から分厚く支える人材の育成に向けた教育改革を推進するため，「経済財政運営と

改革の基本方針2018（2018年６月15日閣議決定）」や「まち・ひと・しごと創生基本方針2

018（2018年６月15日閣議決定）」に基づき，高等学校が自治体，高等教育機関，産業界等

との協働によりコンソーシアムを構築し，地域課題の解決等の探究的な学びを実現する取

組を推進します。

【関連施策・活用可能な支援スキーム】

・地域との協働による高等学校教育改革の取組イメージ 別添２

・全国の先進的な事例（島根県，長野県，長野県飯田市） 別添３

・地方創生推進交付金 別添４

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/about/kouhukin/

地方創生事業実施のためのガイドライン・事例集（※まち・ひと・しごと創生本部ウェブサイト）

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/about/kouhukin/jirei_index.html

・離島活性化交付金 別添５

http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chirit/kokudoseisaku_chirit_fr_000007.html

（※国土交通省ウェブサイト）

・地域学校協働活動推進事業 別添６

http://manabi-mirai.mext.go.jp/kyodo/about.html（※地域学校協働活動ウェブサイト）

・コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度） 別添７

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/community/

・学びを通じた若者の地域ビジネス創出支援 別添８

http://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/chousa/1394150.htm

・島根大学履修証明プログラム 別添９

https://cerd.shimane-u.ac.jp/fmf/course/（※島根大学地域教育魅力化センターウェブサイト）

・出身市町村へのＵターン希望状況 別添10

２．教育再生実行会議

・教育再生実行会議ウェブサイト

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kyouikusaisei/index.html

・第43回 教育再生実行会議 配布資料

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kyouikusaisei/dai43/siryou.html



コンソーシアム

地方創生に資する高等学校改革

○地域振興の核として高等学校教育の質の向上に取り組む。
○高等学校と市町村、地元企業、大学等が連携し、高校生に地域課題解決等を通じた探究的な学びを提
供する仕組みを構築し、成果を全国へ普及する。

高校生と地域課題のマッチングを
効果的に行うための仕組みを構築

高校生×地域課題

市町村
（首長・教育委員会・

議会等）

地域ＮＰＯ

探究的な
学びを推進

高校生の興味・
関心を喚起

産業界
社会教育機関
（公民館等）

大学・
専修学校等

高等学校

小中学校等

高等学校
✔地域における活動を通じた探究的な
学びの実現（新たな学習指導要領への
対応）
✔学校の中だけではできない多様な社
会体験

地域

✔高校生のうちに地元地域を知ること
により、地元への定着やＵターンが促
進される
✔地域の活動に高校生が参画すること
により、地域活力の向上へ貢献

・地域との協働による活動を学
校の活動として明確化
・学内における実施体制を構築

KPIを設定
PDCAサイクルを推進

・身に付けるべき資質・能力の
共有や教育プログラムの開発
・学校と地域とをつなぐコー
ディネーターを指定

・高等学校の取組を支援、
伴走
・教職員の研修等を通して
知見を他の高校へ普及

都道府県教育委員会等
・非営利法人職員
・公民館主事
・大学教員
・ＰＴＡ代表
・地元産業界代表 等

・高等学校と市町村等との協働体制の構築
・学校や地域とのマッチングを実施

コーディネーター
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全国の先進事例①（島根県）
学校を核とした官民協働による地方創生プロジェクト（一部に地方創生推進交付金を活用（H30~H32））
～地域の未来を変えるレバレッジポイントは誰も予想しなかった「学校」にある～
○ 公教育の場へ多様なセクターの参入を積極的に促し、「人の流れの反転」「次代の担い手の輩出」「地域の持続可能性向上」を目指す
○ 島根県内の意志ある市町村の散発的な取組を、県のリーダーシップのもと、大学や民間団体と協働し、県レベルでの取組として展開
○ 全国の自治体等との共学共創により新たな地方創生モデルとして全国へスケールアウト

【市町村】地域・学校現場での先駆的な取組の実践

◆ コアチームづくり
・多様な主体による縦割りを排した「魅力化チーム」の創設
・学校と地域をつなぐ「魅力化コーディネーター」の配置

◆ 地域に開かれた学校
・「地域協議会」を結成、地域住民が学校経営に参加
・「全国からの積極的生徒募集」（学校内の多様性確保）

◆ 共創的な学び
・生徒が地域に出て多様な大人と共に学び、
課題解決や地域づくりに安心して挑戦できる環境を創出 など

島根県海士町での「高校魅力化」による成果

◆廃校寸前だった隠岐島前高校が、生徒増・学級増、
全国や海外からの志願者が溢れる高校へと転換
＊隠岐島前高校生徒数：(H20)89人→(H29)184人
＊1学年1クラスから2クラスへ

◆親子での教育移住や家族連れのUIターンが増加、
教育分野や 地域での起業に意識関心の高い有能な若者が流入
＊社会増減が反転：（H9～H18）▲121人→（H19～H28）＋85人

人の流れの
反転

次代の担い手の
輩出

地域の
持続可能性向上

県レベルでの取組として展開

地方創生として目指す将来像

【県】広域的な取組の推進、先駆的な取組の支援

◆ 教育環境の整備
・主幹教諭・事務スタッフの配置、遠隔授業（ICT）の環境整備

◆ 市町村への支援
・「地域協議会」の事業費支援、「魅力化コーディネーター」の配置支援
「全国からの積極的生徒募集」の合同説明会開催

◆ 市町村とのパートナーシップ
・各市町村に伴走者を配置し、共学共創のコミュニティを創出

◆ 民間活力の活用
・「子どもの成長指標」「社会的インパクト評価」の開発 など

教育の分野にとどまらない多様な分野と協働し、県・市町村が一体となって展開するため、地方創生推進交付金の活用がふさわしい

東京から地方へ、
世界から日本へ

未来を自分たちで
創る意志ある若者

課題解決先進国
ＮＩＰＰＯＮの実現

ＫＰＩ

県外・海外から
県立高校への
入学者数

地域課題解決に
取り組む

大人、高校生の割合

共学共創コミュニティへの

地域・学校・行政の
チームでの参加数
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全国の先進事例②（長野県）

○まずは、「学校での学び」と「地域での実践的な働き」をコーディネートする学びのシステムを構築し、産業界が求める

人材の育成と、地域の魅力を活かした活躍の場の創出により、地域で活躍・成長するための基盤を形成する。

学びと働きを連携させた信州創生のための新たな人材育成モデル（「地方創生推進交付金」活用事業（事業期間：平成２８～３０年度））
○地域が、今後の変化の激しい社会に対応していくためには、確かな力を持った人材の地域への定着が必要である。
○「学び」によって「働き」の質を高め、「働く」ことで「学び」の必要性を認識できるような、相乗的な営みを、生涯に渡って繰り返すことのできるシステムを県内各地
に形成し、地域の未来を切り拓く豊かな人材群の育成や県外からの流入を目指す。

自治体が
全体をコーディネート

飯田OIDE長姫高校
南信州地域振興局、飯田市

松本工業高校
松本地域振興局、松本市

駒ヶ根工業高校
南信工科短大、駒ヶ根市

航空産業
地域企業

精密金属加工
航空部品製作

テクノネット駒ヶ根
地域企業

精密金属加工
生産装置制御

健康産業企業
自動車産業

土木関係企業
測量関係企業

専門高校生に地域と連携した
本格的な学びの場を提供

実践的な「学び」
の場の提供

「働く」場の提供依頼
実施方法の助言

企業

専門高校の活動の
仕組を普通高校
にも展開

⇒地域を知り地域の可能性を再発見

[普通高校]
研究者・経営者等とのワークショップ
グローカルな企業展開を実地体験

⇒地域を知り地域の可能性を再発見

須坂高校・須坂東高校
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進学後の地元就職希望率をKPIとして設定

健康機器製造
介護補助具作製

測量技術
土木設計

協働による
学びのシステムを構築

高校

コーディネーター

縦
展
開

H
2
8

長野工業高校
長野県建設業協会等、県建設部

南安曇農業高校
(長野工業高校への展開の延長)

長野県建設業協会等、
長野県建設部

測量技術
土木設計

土木関係企業
測量関係企業 等

下伊那農業高校
南信州地域振興局
飯田市他

食品加工
有用微生物の開発

食品加工企業
品質管理企業 等

丸子修学館高校
上田地域振興局
上田市

高付加価値野菜
の生産と特産物化

農産物直売加工センター

地域企業・商工会 等
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健康産業
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精密加工産業

建設産業（農業土木）

建設産業(土木)

食品産業農業の６次産業

地域で起業
[商業高校]
デパートサミット

H28横展開
工業高校へ
（既存）

H29横展開
農業高校へ
（新規）

活動前と活動後の起業希望者
増加率をKPIとして設定

H29横展開
商業高校へ
（新規）

全体協議会開催
・関係者による共通認識構築
・情報交換と情報共有

各校５～10％UP
（H30年度）

各校５～10％UP
（H30年度）

県内就職率(KPI)



全国の先進事例③（長野県飯田市）
○飯田OIDE長姫高校（県立）と飯田市（公民館）と松本大学の３者がパートナーシップ協定を締結し、
高校生が地域課題を主体的に考える「地域人教育」の実施を支援。



国
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村
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①
先
駆
性
の
あ
る
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組

・
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協
働
、
地
域
間
連
携
、
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間
連
携
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済
牽
引
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ロ
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ー
シ
ョ
ン
、
ロ
ー
カ
ル
・
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ
（
日
本

版
Ｄ
Ｍ
Ｏ
）
、
生
涯
活
躍
の
ま
ち
、

働
き
方
改
革
、
小
さ
な
拠
点
、
空
き
店
舗

等

②
先
駆
的
・
優
良
事
例
の
横
展
開

・
地
方
創
生
の
深
化
の
す
そ
野
を
広
げ
る
取
組

【
手
続
き
】

〇
地
方
公
共
団
体
は
、
対
象
事
業
に
係
る
地
域
再
生
計
画
（
５
ヶ
年
度
以
内
）
を
作

成
し
、
内
閣
総
理
大
臣
が
認
定
す
る
。

○
地
方
創
生
の
新
展
開
を
図
る
た
め
、
地
方
創
生
推
進
交
付
金
に
よ
り
支
援
し

ま
す
。

①
地
方
版
総
合
戦
略
に
基
づ
く
、
地
方
公
共
団
体
の
自
主
的
・
主
体
的
で
先

導
的
な
事
業
を
支
援

②
Ｋ
Ｐ
Ｉ
の
設
定
と
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
を
組
み
込
み
、
従
来
の
「
縦
割

り
」
事
業
を
超
え
た
取
組
を
支
援

③
地
域
再
生
法
に
基
づ
く
法
律
補
助
の
交
付
金
と
し
、
安
定
的
な
制
度
・
運

用
を
確
保

地
方
創
生
推
進
交
付
金

3
0
年
度
予
算
額

1
,0

0
0
億
円

（
2

9
年
度
予
算
額

1
,0

0
0
億
円
）

事
業
概
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・
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業
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例

資
金
の
流
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①
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を
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の
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合
は
、
原
則
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し
て
５
割
未
満
。

・
た
だ
し
、
ソ
フ
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と
の
連
携
に
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り
、
高
い
相
乗
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果
が
見
込
ま
れ
る
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合
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５
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以
上
（
上
限
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満
）
に
な
る
事
業
で
あ
っ
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②
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開
タ
イ
プ
の
交
付
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限
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の
引
上
げ
（
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ベ
ー
ス
）

【
都
道
府
県
】

先
駆

6
.
0億

円
（

2
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度
：

6
.0
億
円
）

横
展
開

2
.
0億

円
（

2
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度
：

1
.5
億
円
）

【
市
区
町
村
】

先
駆

4
.
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円
（

2
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度
：

4
.0
億
円
）

横
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開

1
.
4億

円
（

2
9年

度
：

1
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億
円
）

③
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実
績
に
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づ
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た
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業
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画
の
見
直
し

・
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請
時
に
、
実
績
を
踏
ま
え
た
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D
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に
よ
る
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業
の
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直
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を
反
映
し

た
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業
計
画
の
提
出
を
求
め
る
。

3
0
年
度
か
ら
の
運
用
改
善
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離
島
活
性
化
交
付
金

平
成
２
５
年
度
か
ら
施
行
さ
れ
た
改
正
離
島
振
興
法
を
踏
ま
え
、
定
住
の
促
進
を
図
る
た
め
創
設
し
た
離
島
活
性
化
交
付
金
を
活
用
し
、

海
上
輸
送
費
の
軽
減
等
戦
略
産
業
の
育
成
に
よ
る
雇
用
拡
大
等
の
定
住
促
進
、
観
光
の
推
進
等
に
よ
る
交
流
の
拡
大
促
進
、
安
全
・
安

心
な
定
住
条
件
の
整
備
強
化
等
の
取
組
を
支
援
す
る
。

◆
事
業
実
施
主
体
：都
道
県
、
市
町
村
、
民
間
団
体

◆
対
象
事
業
：
以
下
の
事
業
メ
ニ
ュ
ー
に
該
当
す
る
も
の

◆
補
助
率
：都
道
県
、
市
町
村
、
一
部
事
務
組
合
・
・・
予
算
の
範
囲
内
で
各
事
業
の
１
／
２
以
内

民
間
団
体
・・
・予
算
の
範
囲
内
で
各
事
業
の
１
／
３
以
内

（国
の
負
担
額
は
、
地
方
公
共
団
体
の
負
担
額
と
同
額
ま
で
と
し
、
都
道
県
、
市
町
村
、

一
部
事
務
組
合
を
通
じ
た
間
接
補
助
と
す
る
。
）

※
流
通
効
率
化
関
連
施
設
整
備
等
事
業
は
、
民
間
団
体
で
あ
っ
て
も
１
／
２
以
内

※
特
定
有
人
国
境
離
島
地
域
に
係
る
輸
送
費
支
援
は
、
６
／
１
０
以
内

（国
の
負
担
額
は
、
地
方
公
共
団
体
の
負
担
額
の
３
倍
を
超
え
な
い
も
の
と
す
る
。
）

◆
事
業
期
間
：
原
則
と
し
て
３
年
以
内

◆
成
果
目
標
：
あ
ら
か
じ
め
提
出
す
る
事
業
計
画
に
お
い
て
、
定
量
的
な
成
果
目
標
を
設
定

産
業
活
性
化
事
業

雇
用
機
会
の
創
出
の
た
め
の
戦
略
産
品
開
発

戦
略
産
品
の
移
出
に
係
る
輸
送
費
支
援

原
材
料
等
の
移
入
に
係
る
輸
送
費
支
援

定
住
誘
引
事
業

Ｕ
・
Ｊ
・
Ｉタ
ー
ン
希
望
者
の
た
め
の
情
報
提
供

空
家
改
修
等
の
人
材
受
入
れ
の
た
め
の
施
設
整
備

防
災
機
能
強
化
事
業

計
画
策
定
等
事
業

目
的

･地
域
防
災
計
画
修
正
事
業

･災
害
時
エ
ネ
ル
ギ
ー
確
保
の

た
め
の
調
査
・
計
画
策
定

離
島
に
お
け
る
地
域
情
報
の
発

信 島
外
住
民
と
の
交
流
の
実
施
の

推
進

交
流
拡
大
の
た
め
の
仕
掛
け
づ

く
り

･倉
庫
、
荷
さ
ば
き
施
設
、
荷
役
機
材
、
冷
凍
･冷
蔵
庫
の
整
備

･
品
質
・衛
生
管
理
高
度
化
機
材
の
整
備
（
特
定
有
人
国
境
離
島
地
域
の
み
）

流
通
効
率
化
関
連
施
設
整
備
等
事
業

･
避
難
施
設
整
備

･既
存
防
災
拠
点
の
改
修
等

･避
難
階
段
、
案
内
板
等
簡
易
な

施
設
の
整
備

･緊
急
時
物
資
等
輸
送
施
設
の
整
備

･災
害
応
急
対
策
施
設
の
整
備

○
「
定
住
促
進
」
事
業

○
「
交
流
促
進
」
事
業

○
「
安
全
安
心
向
上
」
事
業

※
輸
送
費
支
援
は
、
３
年
経
過
後
も
同
品
目
に
よ
る
継
続
可
能
。

･定
住
希
望
者
の
生
活
上
必
要
な
知
識
の
習
得
機
会
の
提
供

･観
光
地
域
づ
く
り
推
進
主
体
立
上
げ

･滞
在
交
流
型
観
光
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
作
成

･交
流
人
口
の
拡
大
に
必
要
な
ト
イ
レ
改
修

･離
島
留
学
、
交
流
イ
ベ
ン
ト
開
催

･Ｐ
Ｒ
映
像
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
制
作

･イ
ベ
ン
ト
に
お
け
る
Ｐ
Ｒ
活
動






地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
事
業

放
課
後
子
供
教
室

地
域
住
民
等
に
よ
る
小
学
校
で
の
放
課
後
の
学

習
支
援
、
体
験
機
会
の
提
供
及
び
居
場
所
づ
く
り

を
拡
充
。

地
域
未
来
塾

地
域
住
民
の
協
力
や
ＩＣ
Ｔ
の
活
用
に
よ
り
、

学
習
が
遅
れ
が
ち
な
中
高
生
等
の
無
料
の

学
習
支
援
を
拡
充
。

外
部
人
材
を
活
用
し
た
教
育
支
援
活
動

民
間
企
業
等
の
多
様
な
経
験
や
技
能
を
持
つ
外
部
人
材
の
活
用
に
よ
り
、
土
曜
日
や
休
日
等
の
特
色
・
魅
力
の
あ
る
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム

を
充
実

幅
広
い
地
域
住
民
や
企
業
・
団
体
等
の
参
画
に
よ
り
、
子
供
た
ち
の
成
長
を
支
え
、
地
域
を
創
生
す
る
「
地
域
学
校
協
働
活
動
」
を
推
進
す
る
。
そ
の
た
め
、
地
域
と
学
校
を
つ
な
ぐ

「
地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
」
の
配
置
や
機
能
強
化
に
よ
り
、
「
地
域
学
校
協
働
本
部
」
の
整
備
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
地
域
学
校
協
働
活
動
の
基
盤
と
な
る
学
び
に
よ
る
ま
ち
づ
く

り
や
地
域
人
材
育
成
、
放
課
後
子
供
教
室
、
地
域
住
民
等
に
よ
る
学
習
支
援
（
地
域
未
来
塾
）
、
外
部
人
材
の
活
用
に
よ
る
土
曜
日
等
の
教
育
支
援
の
取
組
を
通
じ
て
、
社
会
全
体
の
教
育

力
の
向
上
及
び
地
域
の
活
性
化
を
図
る
。

大
学
等

段
階

就
学
前

段
階

20
,0

00
箇
所

4,
61

5箇
所

12
,0

00
箇
所

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
と
の
一
体
型
を
中
心
と
す
る

放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
の
推
進

国
1
/
3

都
道
府
県
1
/
3

市
町
村

1
/
3

【
補
助
率
】

（
前
年
度
予
算
額
6
,4
3
5
百
万
円
）

３
０
年
度
予
定
額
6
,0
1
2
百
万
円

高
校

段
階

中
学
校

段
階

地
域
学
校
協
働
活
動

地
域
全
体
で
未
来
を
担
う
子
供
た
ち
の
成
長
を
支
え
、
地
域
を
創
生
す
る
た
め
の
活
動

小
学
校

段
階

地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
及
び

統
括
的
な
地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員

の
配
置
拡
充
、
人
材
の
育
成
・
確
保

（
研
修
の
充
実
、
質
の
向
上
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
）
を
強
化

地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員

（
学
校
区
レ
ベ
ル
）

従
来
の
学
校
支
援
地
域
本
部
等
を
基
盤
と
し
、
幅
広
い

地
域
住
民
や
団
体
等
の
参
画
に
よ
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
構
築
し
、

地
域
学
校
協
働
活
動
を
推
進

A
地
域
学
校
協
働
本
部

青
少
年

・
地
域
住
民
等
や
学
校
と
の
連
絡
・
調
整

・
地
域
学
校
協
働
活
動
の
企
画
・
推
進
等

20
,0

00
人

大
人

高
齢
者

文
化

団
体

Ｎ
Ｐ
Ｏ

企
業

保
護
者
・

Ｐ
Ｔ
Ａ

ス
ポ
ー
ツ

団
体

土
曜
日
等

の
活
用

貧
困
対
策

児
童
の

居
場
所

●
地
域
ブ
ラ
ン
ド
づ
く
り
学
習
●
防
災
学
習

●
課
外
活
動
補
助

●
ふ
る
さ
と
発
見
学
習

●
地
域
行
事
へ
の
参
画
等

6,
00

0箇
所

統
括
的
な
地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員

（
市
町
村
レ
ベ
ル
）

・
未
実
施
地
域
に
お
け
る
取
組
実
施
を
推
進

・
地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
間
の
調
整

・
地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
の
資
質
や

活
動
の
質
の
向
上

37
5人

A
協
働
本
部

C
協
働
本
部

B
協
働
本
部













協働による地域とともにある学校づくりの推進
平成30年度予算額 23百万円
（平成29年度予算額 31百万円）

コミュニティ・スクール推進員（ＣＳマイスター）派遣制度＜４百万円＞

コミュニティ・スクールの導入・促進

コミュニティ・スクールの導入を始める教育委
員会や学校、地域住民等に対して、継続的でき
め細かい助言・支援を行うコミュニティ・ス
クール推進員（※）を派遣する。（3０人）
※コミュニティ・スクールの実践経験がある元校長や教育長、
学校運営協議会委員等に対して文部科学省が委嘱。

地域との連携・協働による「地域とともにある学校づくり」を推進するため、全国の公立学校にコミュニ
ティ・スクールの導入を目指す。コミュニティ・スクールの導入の促進を図るとともに、高校・特別支援学校
や新しいタイプの学校における学校運営協議会の果たす役割と効果的な推進方策について研究等を行う。

全ての校種でコミュニティ・スクールの導入が加速

変わりゆく社会の仕組みや新しい教育体制の中で、これまで設置が少なかった学校種
や設置者の異なる学校同士の連携・協働について、学校運営協議会の果たす役割や効
果的な運営方法・推進方策等についての調査研究を行う。
（例）・高等学校・特別支援学校におけるコミュニティ・スクールの研究

（防災の観点、共生社会の実現に向けた設置者の異なる学校同士の連携）
・小中一貫（義務教育学校）、中高一貫教育における学校運営協議会の役割
・業務改善につながる地域住民の学校へのかかわり方に関する研究
・再編・統合を控えた学校における学校運営協議会の役割

＜委託事業：１０百万円（新規）＞
【都道府県・市区町村（１０自治体）】

地域とともにある学校づくり
推進協議会の開催

コミュニティ・スクールの導入によ
る地域とともにある学校づくりの充
実方策について、保護者・地域住民、
学校関係者等を対象とした協議会
（フォーラム）を開催し、先進的な
取組を行う教育委員会等による事例
発表などを通じて、取組の充実や普
及を図る。（全国６会場）

地域とともにある学校づくりの推進に向けた制度等説明会

コミュニティ・スクールの導入を始める自治体の保護者、地域住民、学校関
係者等を対象とした個別説明会を開催し、文部科学省職員が制度についての
理解促進や指導助言等を行い、制度導入を促す。

これからの時代のコミュニティ・スクールに関する研究

（新規）学校運営協議会の設置・拡充に向けた調査研究事業

大震災の教訓
高校のコミュニティ

共生社会の実現

新しいタイプの学校
・義務教育学校
・中等教育学校

学校運営協議会の果たす役割の研究

学校の業務改善

★地教行法の改正（Ｈ２９．３） → 全ての公立学校について学校運営協議会設置の努力義務化

＜９百万円＞

学校の再編・統合
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高
校
時
代
ま
で
に
（
転
出
前
に
）
地
元
企
業
を
知
っ
た
こ
と
が
、
転
出
後
も
出
身
地
へ
の
愛
着
と
し
て
残
り
、
Ｕ
タ
ー
ン
希
望
に
つ
な

が
っ
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え
る
。

【
出
身
市
町
村
へ
の
愛
着
】

【
出
身
市
町
村
へ
の
Ｕ
タ
ー
ン
希
望
】

※
「
地
方
に
お
け
る
雇
用
創
出

-人
材
還
流
の
可
能
性
を
探
る

-（
独
立
行
政
法
人
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
）
」
を
も
と
に
文
部
科
学
省
に
お
い
て
作
成





